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銀行原価計算の変化に基づく間接費配賦の再考
―ホリスティック・アプローチのキャパシティー推定型原価計算―

谷守正行
＜論壇要旨＞
実際に ABCを見直した銀行のケーススタディーを実施することにより，次の 3点の特徴を明らかにし

た．1点目は銀行原価計算の消費量基準からキャパシティー基準に変化している点である．2点目は銀行
ABCによる実際配賦計算が推定キャパシティー応分のリソース集計型原価計算になっている点である．最
後の特徴は要素還元論アプローチの銀行 ABCが，ホリスティック・アプローチの原価計算に変化している
点である．このような変化をもたらした最も大きな要因の 1つが市場金利の変化であると推察し，実際に
2000–2010年代の全地方銀行の貸出金，貸出金利および貸出経費率などの推移を分析した．その結果，市
場金利の変化の影響を受けて銀行原価計算が要素還元アプローチの原価低減型からホリスティック・アプ
ローチの原価回収型へ変化せざるを得なかったことを明らかにした．最後に，他の産業でも銀行原価計算
の変化と同様のことが今後十分に起こりうる可能性を指摘した．

＜キーワード＞
銀行原価計算，ABC，TDABC，キャパシティー，ホリスティック・アプローチ

Changes in Bank Costing:
Capacity-Estimated Costing Based on Holistic Approach
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Abstract

By conducting case studies of Japanese Banks that reviewed its ABC, the following three characteristics were re-
vealed. First, Bank costing has changed from consumption-based to capacity-based. Second, the actual allocation
calculation based on Bank ABC has changed to resource-aggregated costing based on estimated capacity. The last
feature is that the elemental reductionist approach of Bank ABC has been replaced by the holistic approach of costing.
To analyze the factors that led to this change, we analyzed the trends in loans, loan interest rates, and loan expense
ratios of all regional Banks during the 2000s and 2010s. As a result, it was found that the changes in market interest
rates forced the Banks to change their cost accounting from the cost reduction approach to the holistic cost recovery
approach. Finally, it was pointed out that similar changes may well occur in the cost accounting of other industries as
in the case of Banks.
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1. はじめに

日本のバブル経済真っ只中に Relevance Lost（Johnson and Kaplan 1987）が上梓された．彼ら
のいう経営に適合する管理会計の 1つが，要素還元論アプローチによる詳細な間接費配賦の
ABC（Activity-Based Costing）であった．その後すぐに，日本経済はバブル崩壊し膨大な不良債
権が残った．90年代後半から 2000年代にかけて，我が国のほとんどの銀行や信用金庫にABC

が適用された．それは，その不良債権を処理するためであったといっても言い過ぎではない．
しかしながら，2010 年代に入るとメガバンクをはじめとして ABCを見直す銀行が相次い

だ．銀行が ABCを見直した背景には，内外の変化が銀行経営に影響しているものと考えられ
る．さらに，内外の変化は銀行以外にも起きているはずであるから，他のサービス業にも当て
はまる可能性がある．
そこで，まず銀行 ABCのその後のケースを整理することにより，これまでの原価計算研究

をもとに銀行 ABCから見直された後の銀行原価計算内容を研究する．次に，銀行 ABCが変化
した背景や要因を検討する．最後に，他のサービス業への適合可能性を考察する．
すなわち本稿では，すべてが間接費で構成される銀行の原価計算の見直しの内容と要因を検

討し，それがその他サービス業へ適合しうるのかを検討する．最後に，本研究をもとに将来に
わたる持続的な企業価値の向上のための間接費配賦の考え方を述べる．

2. 先行研究

銀行原価計算の先行研究は，国内では原価計算基準が制度化される以前から研究されてい
る．たとえば，太田（1924），長谷川（1928），加藤（1930）など，管理会計研究の重要な分野で
あった．しかし，原価計算基準制定後は矢本（1957），山高（1964），諸井・米田（1978）など
銀行員による自行の事例研究であったり，銀行の研修目的も兼ねたりするものが少なくない．
いずれにしても，銀行原価計算の研究は基本的にほとんどが固定費からなる固定間接費の配

賦方法の研究であった．銀行は製品を製造しない完全なるサービス業であり，費用も人件費と
動不動産やシステム（IT）に関する減価償却費や保守料または業務委託費などの固定間接費か
らなる．最近では，IT投資が増えており，いわゆる銀行の装置産業化が進んでいる．そのた
め，銀行管理会計において固定間接費の原価計算がなお一層必要な状況にある．
また，伝統的な固定間接費配賦に関する先行研究としては，複数基準配賦法がある．Schlatter

and Schlatter (1957: 363)，岡本（2000: 217），櫻井（2014: 137），武脇（1981: 10）によれば，固
定間接費配賦には消費能力基準が相応しいとされる．
バブル崩壊後に国内では都市銀行を中心にして銀行ABCが適用された．当時の国内外の銀

行 ABC適用に関するの先行研究には，Kaplan and Cooper (1998), Mabberley (1992, 1999)，髙木
（2000），谷守（2000）, Kocakulah and Diekmann (2001)，福田（2001）などがある．さらに，そ
の後の銀行 ABCの問題点の指摘や銀行ABCの見直しに関する先行研究としては，Kaplan and

Anderson (2004, 2007), Geri and Ronen (2005)，谷守（2015a, 2015b, 2019a, 2020)，又吉（2019），上
野（2019）がある．
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Kaplan and Anderson (2004, 2007)では，店舗数 100程度で行員数 70,000人規模の銀行ABCを
ケースに検討されており「ABCモデルを継続的にメンテナンスする負荷が大きく，ABCシステ
ムがまれにしか更新されなくなり，ABCが古いままとなる」ので，ABCを見直す必要があると
結論付けられている．また，その他投資銀行を例にしてABC適用不能を TDABC（Time-Driven

ABC）でいかに再生させたかがケースの形で述べられている．
Geri and Ronen (2005)では，10億 USD規模の金融グループの ABC見直しのケースがまとめ

られている．ABC見直し後はスループット会計の考え方により収益で原価を回収する枠組み
を適用すべきとしている．谷守（2015b, 2019a）では，銀行 ABCの適合性の問題点の指摘や運
用負荷の問題など実際の銀行のケースをもとに銀行ABCの経営への適合性に関して理論と実
務から研究されている．又吉（2019）は沖縄銀行の ABC見直し，上野（2019）では愛媛銀行
における銀行 ABC見直しのケースがまとめられている．沖縄銀行の場合は，西田（2002）に
おいて銀行 ABC適用当時の論文が上梓されており，十年程度運用を経たのちにABCが完全に
破棄され見直されたものとなる．

3. 銀行 ABCの変化

銀行における ABCの適用とその後の状況について整理する．銀行 ABC適用後の状況として
は，ABCを見直す銀行とメンテナンスされないまま放置された状態の ABCを運用する銀行が
ある．本稿では，前者の銀行 ABCが見直された原価計算のことを銀行のポスト ABC（以下，
銀行ポスト ABC）と称す．後者は銀行の凍結 ABC（以下，凍結 ABC1）」と称す．

3.1 銀行 ABCの現状
伊藤（2011: 138）や谷守（2019a: 97）の指摘にもある通り，わが国では製造業よりも銀行な

どの金融サービスを中心にABCが適用され運用されてきた．髙木（2000），谷守（2000, 2015a,

2015b, 2019a）や福田（2001）をもとに，銀行 ABC適用当時の主な目的や適用状況をまとめる
と次の通りである．
①【目的とねらい】銀行 ABCの目的は，バブル崩壊後の経営立て直しを目指す「顧客の選択
と集中」戦略のためである．

②【管理対象】銀行 ABCは顧客別収益性管理に適用された．
③【計算単位】銀行 ABCは顧客に対する事務処理（取引；トランザクション）が主なアクティ
ビティとされる．
銀行の場合は，③の計算単位は事務処理が商品毎に数百から数千あり，それが営業店や集中

センター毎にあるため，合計すると膨大なデータ量になる．そのため，銀行 ABCは一般に言
われるのと同じように継続的運用の実行可能性が最も大きな課題である．
谷守（2015a）によれば，りそな銀行の ABCはアクティビティが 4万件あり，事務時間や単

位原価を算定するためのメンテナンス作業が半年ごとに営業店から本部各部までかけて相当な
時間を要していた．このメンテナンス作業を金額換算すれば数千万にはなるものであった．銀
行では数年のサイクルで担当者は異動することになっているが，りそな銀行の当初の ABC担

29



管理会計学 第 30巻 第 2号

当者が異動した途端にメンテナンス作業が全く実施されなくなった．その結果，ABCは止まっ
てしまい，毎月過去と同様の結果を単に計算するだけのものとなった．他の銀行 ABCも凍結
ABC状態になっているところが少なくない．
凍結 ABCは，組織が変わっても，新商品が提供されても，事務が DX化されても，標準時

間調査の基本的な見直し作業が行われなくなったABCのことをいう．Kaplan and Andersonは，
ABCのメンテナンスなどの運用負荷が過大なために ABCの導入が進まないと判断して，2003

年には TDABCの Working Paper (Kaplan and Anderson 2003) を発表している．そういった海外
の ABC適用課題の状況にもかかわらず，日本の銀行では 2000年代にかけて ABCの導入が相
次ぐことになる．それは，日本の場合にはバブル崩壊による不良債権処理のため，選択と集中
を行い，なんとしてでも利益を稼ぐ必要があったからである．そのための原価計算の切り札が
ABCと考えられていたのである．
しかしながら，2010年代に入ると，ABCを取り止める銀行が相次ぐことになる．メガバン

ク 3行は早々に ABCをやめた．りそな銀行は凍結ABCのままで，本来の目的であった事務の
効率化はできていない．事務の効率化はABCではなく，銀行で従来からの事務量分析業務2に
より行われている．不良債権処理を目的とした銀行ABCによる顧客別収益性に基づく選択と
集中戦略は，現状においてはほぼ役目を終えたのではないか．実際のところ，バブル崩壊後は
ほとんどの銀行で不良債権処分損が膨らみ，金融庁によれば全国の銀行で 1999年に 13兆 6千
億円のピークを迎え，以降 2000年代はほぼ 1兆円にまで減少し，2010年代に入ると数千億円
にまで減少し，2014年と 2018年の 3月には貸倒引当金繰入額の戻りのために不良債権処理損
が益に変わっている．その推移からも不良債権処理目的の銀行ABCの役目はほぼ終わったと
みなすこともできる．
それでは，銀行 ABCはどのように見直されているのだろうか．また，凍結 ABCのまま運用

し続ける銀行があるのはなぜだろうか．次節で，凍結 ABCと銀行ポスト ABCの特徴と要件を
それぞれ整理してみよう．

3.2 銀行の凍結 ABC
凍結 ABCとは，組織変更や新商品・チャネルが開始されても，メンテナンスを行なれなく

なった ABCのことをいう．例えば，以下のようなメンテナンスがABCには必要である．
①標準アクティビティ（事務）時間の調査と単位アクティビティ原価の算定
② ABCモデル（配賦先指定，アクティビティ項目，適用するコストドライバー）の修正，追
加や削除等の変更作業

③最新のリソース実績やコストドライバー実績の投入
このうち，1つでも作業しないと ABCの適切性は失われる．銀行の場合はアクティビティ

項目の種類が千から万の数に及ぶため，かなり煩雑になる．さらに，銀行で従来から店舗ごと
の適正人員算定のために事務量分析業務が行われてきたが，そのなかで標準事務時間調査が行
われていた．谷守（2019a）によれば，日本の銀行に ABCの導入が進んだのはこの事務量分析
業務のおかげである．
しかし，最近では適正人員算定を事務量だけで決定するのは難しくなってきた．たとえば，

預金業務は窓口での有人の事務よりもATMやネットなど無人のシステム処理の取引の方が多
くなった．その分，相談やコンサルティング業務の方へ人員が配置されている．このように，
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事務量全体が小さくなったことと，事務量では測定できない業務に人員が配置されるように
なったことから，従来からの事務量分析を止める銀行がかなりある．他方，ABCのためだけに
標準事務時間調査を行うのは，日々顧客サービスにまい進する現場の担当者に報告の負荷をか
けてしまうために躊躇してしまい，結局は過去の事務量分析に基づく標準事務時間でABCが
行われてきたというのが実情なのである．
また，最新のリソース実績でさえ更新しない銀行 ABCもある．それは，ABC計算の煩雑さ

を回避するためであるが，過去の単位原価をそのまま流用している銀行も少なくない．当然
ながら，このような ABCによる顧客別原価は過去数年前の費用を示しているに過ぎず，選択
と集中のための意思決定を行うためのデータとしては適合しないことは明らかである．ABC

創始者である Kaplan でさえ，この凍結 ABCについてマネーセンター銀行のケースをもとに
「ABCモデルを継続的に更新する負荷が高いため，ABCシステムはまれにしか更新されなくな
り，ABCの計算結果が古くなり顧客原価が不正確になる」(Kaplan and Anderson 2004: 3)と述べ
ている．
以上の通り，凍結 ABCは運用負荷をかけないようにするために，過去のデータを利用して

ほぼ同様の結果を算出する仕組みといえる．では，なぜ凍結 ABCのままでも銀行経営上問題
ないのだろうか．それは，顧客別損益計算のためには原価が必要であるものの，その原価はマ
ネジメント・コントロールの対象ではなくなったからである．
すなわち，凍結 ABCによって従来と大きく変わらない顧客別原価が継続的に出力されるこ

との方が重要であり，出力される顧客別原価に対する正確性の検証や原価改善等のアクション
はほとんど求められなくなった状態である．それよりも，凍結 ABCによる運用目的は顧客別
原価を低減することよりも顧客別原価を収益で回収することに変化したものである．すなわ
ち，凍結 ABCは原価不変状態にすることで，全体論アプローチ（holistic approach3;以下，ホリ
スティック・アプローチ）による原価回収モデルに変化した事例の 1つともいえる．
実際のところ，りそな銀行，沖縄銀行，愛媛銀行では，銀行ポスト ABCを適用するまでの

数年間は凍結 ABCであった．3行とも ABCがゾンビ化したのは，既存の顧客別損益計算レ
ポートに原価 0円ではなく，過去と同様の原価を出力して現場の担当者にそれ以上の収益を上
げるように仕向けるものであった．当時，そのうちの銀行の 1つでは，顧客別原価を「収益を
どこまで上げるかの目線」という本部からメッセージという．そのため，正確な活動基準原価
でなくとも構わなくなり，廃止もしないが更新もしないABCになったのである．それが，凍
結 ABCの状態であり，要素還元論からホリスティック・アプローチに変化したものと捉える
ことができる．

3.3 銀行のポスト ABC
先行研究に基づいて銀行ポスト ABCの特徴を整理する．沖縄銀行や愛媛銀行のポスト ABC

の計算例を示すと図 1の通りである．
複数の銀行の実態調査をもとにした数理モデル研究と大手クラウドサービス企業の原価計算

との比較研究（谷守 2017, 2020）から，銀行ポスト ABCの内容は次の通りとされる．
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図 1 銀行 ABCと銀行ポスト ABCの計算例

（出所）筆者作成．

銀行ポスト ABCの処理手順：
（ステップ①）原価計算対象ごとに必要なキャパシティーの推定を行う
（ステップ②）そのキャパシティーに必要な期中の費用を計算する

ここで「キャパシティー」とはヒト・モノ・カネを対象にした消費能力や許容量の意味であ
る．未利用キャパシティーだけの意味ではなく，原価計算対象ごとに全体で必要とされるキャ
パシティーの意味である．例えば，動不動産やソフトウェアなどの資産や，費用で処理される
人やクラウド等各種利用サービスも対象にキャパシティーが推定される．さらに銀行の場合
は，財務諸表に載らない「リスク」のキャパシティーも対象とされる．
銀行のポスト ABCの内容は以上の通りである．銀行 ABCから銀行ポスト ABCへ変化した

背景を検討するにあたり，内容の変化を十分に分析しておく必要がある．そこで，次節以降
で，配賦基準，計算方法およびアプローチの 3つの観点で内容の変化を国内外の原価計算先行
研究を参考にして詳細に分析する．

3.3.1 配賦基準の変化：消費量基準から消費能力基準へ
まるで「銀行業は装置産業」といわれる通り，銀行の費用のほとんどは固定間接費で構成さ

れる．銀行 ABCでは銀行業務の実際消費量の意味である「取引件数（またはトランザクショ
ン）」をコストドライバーにして固定間接費を配賦する仕組みであった．それに対して，銀行
ポスト ABCは消費能力基準すなわち「キャパシティー基準」で固定間接費を配賦する仕組み
となっている．この点が銀行ポスト ABCの特徴の 1つである．
先行研究によれば，伝統的に固定間接費は複数基準配賦法によって「補助部門の固定費額は
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サービスを消費する他の部門のキャパシティーの関数であり，補助部門の固定間接費は実際消
費量にかかわりなく消費能力の比率で配賦されるべきである」(Schlatter and Schlatter 1957: 363)

とされてきた．
国内においても「補助部門費を固定費と変動費に分け，固定費は関係部門がその補助部門の

用益を消費する能力の割合にもとづいて関係部門へ配賦し，変動費は関係部門がその補助部門
の用益を実際に消費した割合にもとづいて関係部門へ配賦するのが，理論的に正しい方法であ
る」（岡本 2000: 217）と結論付けられている．他にも「変動費は消費量により，また固定費は
その用役の消費能力により配賦するのが合理的であるとされている」（武脇 1981: 10）など固定
間接費には消費能力基準が妥当との考え方がほとんどを占める．
以上から，固定間接費がほとんどを占める銀行のポストABCは「複数基準配賦法における

消費能力基準配賦」の考え方に回帰したとものと捉えることができる．ただし，あくまで銀行
ポスト ABCのキャパシティー基準が複数基準配賦法の消費能力基準に似ているだけである．
原価計算対象への賦課においては配賦基準が異なる．
すなわち，複数基準配賦法では製造間接費の部門別配賦の段階でのみ消費能力基準が適用さ

れるものの，製品原価に対しては操業度（すなわち消費量）で配賦される．それ対して，銀行
ポスト ABCでは最終の原価計算対象である顧客原価にまでキャパシティー基準で配賦される．
その点から，銀行ポスト ABCは複数基準配賦法を適用した個別原価計算とは全く異なるもの
である．
また，Johnson and Kaplan (1987)は増大する間接費が財務諸表作成目的で配賦され経営に役

立っていないと主張した．ただし，決して複数基準配賦法や消費能力基準配賦が問題視された
わけではない．さらに言えば，複数基準配賦法は原価計算基準で制度化されてものではない．
つまり，国内の企業が複数基準配賦法を採用しているのは財務目的だけではなく，経営目的で
あったと考えられるのである．したがって，銀行のポスト ABCが伝統的な消費能力基準と同
概念のキャパシティー基準を適用したからといって，決して lost relevanceな状態に戻るわけで
はない．逆に，伝統的な原価計算にみられた固定間接費に関する経営目的の配賦基準を，現代
の IT・デジタル環境の経営に relevantな状態にすべく，より発展させたものといえる．すなわ
ち，銀行のポスト ABCは経営目的での固定間接費の配賦基準に関して温故知新を図ったもの
ともいえよう．

3.3.2 計算方法の変化：配賦計算からリソース集計へ
銀行ポスト ABCは上述の通り，原価計算対象ごとに必要なキャパシティーの推定を行い，

そのキャパシティーに必要な期中の費用を計算する．換言すれば，銀行ポスト ABCとは「推
定されたキャパシティー（推定キャパシティー）をもとにリソース集計する原価計算」（A）と
いえる．
この特徴については，Kaplan and Anderson (2007)や伊藤（2011）によれば ABCの運用面の課

題を解決すべく開発されたとされる TDABCに同様の特徴がみられる．TDABCの特徴は，高
橋（2010, 2011）や志村（2013, 2015）が指摘する通り，原価計算対象ごとに原価を配賦するの
ではなく時間方程式による見積時間をもとにリソース計算するところにある．TDABCの創始
者である Kaplan and Anderson (2007)によれば，（TDABCは）「『キャパシティー主導型ABC』と
呼ぶべきかもしれない」(Kaplan and Anderson 2007: 75)とまで述べている．すなわち，TDABC
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表 1 原価計算技法の数理モデル

（出所）筆者作成．

は時間のみ注目した「見積キャパシティーをもとにリソース集計する原価計算」（B）である．
以上の（A）と（B）より，銀行ポスト ABCは Kaplan らの企図していた TDABCの発展形

であるキャパシティー主導型原価計算4 とみなすことができる．ここで，Balakrishnan et al.

(2012)の数理モデルをもとに検討してみよう．表 1は，伝統的原価計算，ABC，RCA5（resource

consumption accounting;資源消費会計）および TDABCについて数理モデルを整理し，同様の形
式で銀行ポスト ABCの数理モデルを表したものである．
表 1の通り，これまでの原価計算のほとんどが配賦計算なのに対して，TDABCと銀行ポス

ト ABCは配賦ではなく推定や見積にもとづく原価の計算（集計）となっている．さらに，銀
行ポスト ABCは TDABCと同じ計算アプローチであり，かつ銀行ポスト ABCは時間だけでな
くその他様々なキャパシティーの推定を行うモデルである．したがって，数理モデルからも銀
行ポスト ABCは TDABCも内包するその発展形であることが分かる．とくに，数理モデルか
ら ABCは TR（Transaction;取引件数，消費量）に比例し，銀行ポスト ABCは単純に TRに相
関するものではなく非線形である．

3.3.3 アプローチの変化：要素還元論から全体論へ
銀行ポスト ABCの原価計算対象である顧客原価が，顧客単位の直接原価計算の出力と同様

の形式となる．銀行ポスト ABCは，原価計算対象である顧客の単位でそのキャパシティーに
応じて間接費を賦課するため，顧客単位では直接原価計算と同様に段階別の利益が計算され
る．図 2に，実際のケースの銀行ポストABCの出力画面をもとに，顧客単位の直接原価計算
イメージを整理した．
図 2に示す通り，当該銀行のポスト ABCによって顧客への関係性の違いで②直接経費と④

共通経費に区分して原価が出力されている．②直接経費とは，当該銀行が顧客に直接的に関係

34



銀行原価計算の変化に基づく間接費配賦の再考

図 2 銀行ポスト ABCによる顧客単位の直接原価計算化

（出所）又吉（2019: 191）をもとに加筆．

する原価という意味で当銀行が管理上独自にネーミングしたものである．他方で④共通経費は
顧客との関係性が低い原価の集計である．
それぞれ，銀行ポスト ABCによって顧客の単位で推定キャパシティーに応じてリソース集

計されるため，事務量や取引件数に対して固定的に原価賦課される．もともと銀行には直接費
は存在しないことから，顧客単位でみた場合その操業度では直接的にリソースが変動しないの
で，キャパシティー基準の原価は固定的になるのである．
他方，図 2にある通り，顧客の収益である営業粗利益は複数の商品サービスの収益により構

成されている．そのため，顧客原価は事務量や取引件数に対して固定的であるのに対して，顧
客収益は比例的な直線となる．ただし，顧客収益のうち，資金収益は残高×金利×期間で計算
されるため取引件数に対しては一定である．役務収益は手数料で取引が課金されるため，それ
が一般企業の売上と同様に右上に伸びる直線となる．図 2では，たとえばローンなどの資金収
益がない（0円）顧客を想定し，投信他の手数料でのみ収益が上がる構造を例示している．
図 2の CVPチャートから，顧客単位の原価を細かく分析してそのコストドライバーである

事務量や取引件数を効率化する要素還元論アプローチ（element reductive approach）では難し
い．それよりも顧客単位の原価が事務量や取引件数に対して一定であることから，原価以上に
収益を上げて利益を改善する仕組みが必要である．
すなわち，銀行ポスト ABCは，原価に着目して詳細に要素で分析して原価低減を図り利益

を確保する要素還元論アプローチではなく，原価だけでなく収益やリスクなど広く全体でとら
えて総合的に利益を改善するホリスティック・アプローチとみなすことができる．銀行 ABC

は要素還元論アプローチであるが，銀行ポスト ABCではホリスティック・アプローチに変化
しているのである．
原価への取り組みにおける両アプローチの違いは次の通りである．銀行 ABCの要素還元論

アプローチによる固定間接費の原価に対する改善や効率化の取り組みは「原価改善型」であ
る．他方，ホリスティック・アプローチの銀行ポスト ABCは，直接原価計算の貢献利益やス

35



管理会計学 第 30巻 第 2号

図 3 要素還元論と全体論（ホリスティック・アプローチ）の採算管理の違い

（出所）筆者作成．

ループット会計などと同様に「原価回収型」である．図 3に例示するように，原価回収にあた
りホリスティック・アプローチでは複数の商品サービスの収益で原価回収するといった全体最
適化による総合収益やポートフォリオといった意味6もある．他方で，要素還元論アプローチ
は個別の商品やサービスにまで原価を分解するので，・個・別・の商品サービスの単位で採算が管理
されることになる．
以上の通り，本節では銀行の ABCからポスト ABCへの変化の内容について原価計算の先行

研究により検討した．次に，なぜ銀行 ABCから銀行ポスト ABCや凍結 ABCへ変化している
のか，その背景を内外の環境変化から分析する．

4. 変化の背景

日本の銀行で ABCの適用が相次いだ 2000年前後から，最近のように ABCが見直されてポ
スト ABCや凍結 ABCになってしまったのはなぜか．2000年代から最近にかけて内外の変化
があったのではないか．すなわち，銀行 ABCの要素還元論アプローチから，ホリスティック・
アプローチの銀行ポスト ABCや凍結 ABCに変化させた要因は何だったのか．

2000 年代以降に金融当局曰く，異次元レベルの変化をもたらしたのは市場の金利環境であ
る．実際のところ，銀行経営にとって最もインパクトの高い影響要因は市場金利である．なら
ば，市場金利の変化が銀行経営に影響し，それが銀行 ABCから銀行ポスト ABCへ変化させた
重要な要因の 1つではないだろうか．
そこで，銀行 ABCが適用された 2000年代から銀行ポストABCに変更される 2010年代にか

けての地方銀行の平均金利，経費率および貸出金や経費額の推移をもとに銀行経営への影響と
銀行原価計算変化の要因の可能性を検討する．

2000年代は，バブル崩壊後いまだ景気回復途中であった．図 4の通り，2000年代の企業の
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図 4 地方銀行の貸出金利・経費率，貸出金・経費額・人件費の推移

（出所）一般社団法人全国地方銀行協会「2003～2020年度の地方銀行の決算の状況」よりデータを抽出
加工しチャート化．

借り入れは 2003年対比でみても 10％程度しか増えていない．一方，2000年代の地方銀行にお
ける貸出金平均金利と貸出金経費率7の差異は 0.1から 0.5％程度あり，貸出金が増えなくても
そのまま維持しさえすれば利益の出る金利構造であった．ただし，当時の各銀行では膨大な不
良債権を処理するために，さらなる利益を確保する必要があった．すなわち，2000年代の各銀
行では貸出市場の拡大が見込めないなかで不良債権処理を推進するためには原価を低減し経費
削減の方向へ向かう必要があったのである．そのため，原価低減の切り札として，ほとんどの
銀行で ABCが適用されたのである．
対して 2010年代は，質的量的金融緩和の時代へ進むこととなり，超低金利環境に突入する．

とくに 2016年には異次元金融緩和策としてマイナス金利が適用されるに至った．図 4に表れ
ている通り，地方銀行全体の貸出金平均金利と貸出金経費率の差はほとんどなくなるほど縮小
し，2016年にはついに経費率の方が上回った状態となった．すなわち，銀行にとってそのまま
では利益の出ない構造，もっといえば現状維持では赤字が進む状態になったのである．
他方で，2010年代に入ると金融危機や災害等復興と超低金利政策のおかげで市場の借入機

運は高まった．そのため，銀行は貸出金額を増やすことで収益を確保する施策を推進すること
となる．銀行の資金収益である貸出利息は簡単に言えば貸出平均金利×貸出平均金額×期間で
計算される．金利が異次元の超低空であることから，貸出金額を増やすことで収益を確保する
こととなる．図 4に示す通り 2010年代以降の地方銀行全体の貸出金額の増加は 7割増に迫る
勢いである．
すなわち，2010年代の銀行は貸出金額を増やして収益を拡大する戦略を優先することとなっ

たのが分かる．ただし，貸出金を増やすには顧客への営業，相談さらには日頃の取引を通じた
コミュケーションの機会8を増やして顧客関係性を強化する必要がある．そのため，顧客との
取引機会をコストと捉えて減らすことがないようにして，逆に取引機会を多くして収益機会を
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増やす施策に変化したのである．
マネジメント・コントロールの観点でみれば，2000年代の原価改善型から 2010年代になっ

て貸出金を増やす施策に資するべく原価回収型に変化したものといえる．貸出金を増やすた
め，顧客には必要なキャパシティー応分の原価の範囲内で最大限にサービスを享受してもら
い，そこからクロスセル／アップセルにつながる機会を得て，複数の収益で原価を回収するも
のである．つまり，市場金利環境の変化が原価計算を要素還元論アプローチからホリスティッ
ク・アプローチに変化させたものといえる．以上から，市場金利環境の変化が銀行の原価計算
すなわち間接費配賦を ABCからホリスティック・アプローチの銀行ポスト ABCや凍結 ABC

に変化させたことが分かる．

5. 他のサービス業への適合可能性

銀行の間接費配賦に関してABCからポスト ABCや凍結 ABCへの変化の内容と背景を検討
してきた．本節では，他のサービス業でも同じことがいえるのか，もしくは起こりうるのかを
考察する．
市場金利環境の変化は，他のサービス業では銀行ほどには影響が大きくない．金利よりも為

替や原油価格の変化の方がより影響度が高い．円安や原油高になると，サービス業においても
仕入れや提携・協力先の原価が上昇することになる．もちろん，サービス業であっても継続的
な原価改善活動は必須ではある．
しかし，為替や原油価格は管理不能で経費（支出）の削減は不可能であることと，サービス

業はほとんどが間接費で構成されることから，銀行と同様に原価の低減には限界点がある．地
域や市場の活性化につながらず，逆に縮小均衡に陥る危険性がある．サービス業が，地域や市
場の活性化の役目を担いながら将来にわたり持続的に価値を向上するためには原価低減だけで
なく，原価に対して売上を伸ばすことが必要である．
すなわち，ほぼ間接費で構成されるサービス業においては，銀行のポスト ABCのようなホ

リスティック・アプローチの原価回収型の原価計算適用が効果的である．これまで検討してき
たように，ほぼ固定間接費で構成される銀行はABCからポスト ABCに変化した．ネット専
業のサービス業や DX等デジタル化の進む企業では固定間接費の割合が多い原価構成であるこ
とから，銀行と同様の構造であり，とくに銀行ポスト ABCの考え方が適合するものと推察さ
れる．
以上の通り，ほぼすべてが間接費で構成されるサービス業に対して銀行のポストABCが適

合することを検討した．とくに，デジタル化が進む企業ほど固定間接費が増えるので，銀行の
原価構成と同様になることが予想されることから，銀行ポスト ABCの適合性が高まる可能性
を述べた．
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6. おわりに

銀行 ABCを見直したケースを分析して，銀行ポスト ABCや凍結 ABCの内容を検討した．
その結果，次の 3点が分かった．1つは，銀行 ABCのトランザクション基準に対して，銀行ポ
スト ABCはキャパシティー基準であることである．2つ目は，銀行 ABCのアクティビティ原
価の実際配賦計算に対して，銀行ポスト ABCは推定キャパシティー応分のリソースを集計す
る原価計算である．最後の 3点目は，要素還元論アプローチの銀行ABCに対して，銀行ポス
ト ABCはホリスティック・アプローチである点である．
このような変化を銀行 ABCにもたらした最も大きな要因の 1つに市場金利環境の変化があ

る．2000年代から 2010年代にかけて，異次元レベルの金融緩和の大きな変化があり，その影
響を受けて銀行の原価計算が変化したものと考察した．すなわち，市場金利の変化によって，
銀行の原価計算である間接費配賦が要素還元アプローチの原価低減型からホリスティック・ア
プローチの原価回収型へ変化せざるを得なかったのである．
最後に，他のサービス業への適合性を検討した．サービス業を取り巻く環境（金利よりも為

替や原油価格など）の変化によっては，銀行と同様にその間接費配賦の原価計算に変化をもた
らす可能性がある．とくに，デジタル化の進む非サービス業を含むあらゆる企業においては銀
行と同様に固定間接費の割合が増すことが考えられることから，銀行のポスト ABCのホリス
ティック・アプローチの原価計算の適合性が高くなることが予想できる．
本稿では，最もデジタル化が進む業界で，ほぼ固定間接費で構成される銀行の原価計算研究

をもとにして，その他サービス業への適合性を検討することで間接費配賦を再考した．その結
果，これからの企業には将来にわたり持続的に価値を向上するためにも，原価だけでなく同時
に（あるいはそれ以上に）収益全体の向上を図るホリスティック・アプローチの原価計算が必
要になるであろう．さらに，銀行ポスト ABCのキャパシティー推定の機能に基づけば，ABB

(Activity-Based Budgeting)同様に予算の算定が可能になると考えられる．ただし，今回の銀行
のケーススタディーでは，銀行ポスト ABCによる予算算定業務までは十分に確認できていな
い．そのため，銀行ポスト ABCのもつキャパシティー推定型原価計算機能の予算算定への適
用可能性については稿を改めたい．
今後は，本研究をもとに一般企業の DXやデジタライゼーション，製造業のサービタイゼー

ション，およびサブスクリプションなどの革新的ビジネスに適合する原価計算の研究を深化さ
せて経済活性化に貢献していく所存である．
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注

1 銀行の凍結 ABCとは，メンテナンスされずに単に動いているだけの銀行ABCなので，本
来の意味としては銀行ABCのゾンビ化（ゾンビ ABC）の方が妥当かつ分かりやすい言葉か
もしれない．しかし，本稿では学会報告時に合わせて凍結ABCを使用する．

2 銀行の事務量とは，店舗ごとに商品種類別に 1か月間の事務取扱件数を取得し，商品種類
別の標準時間を掛け算したものである．つまり，工数や人工（にんく）と同様の人月や時間
が単位の数量情報となり金額ではない．この商品種類ごとの事務量データを IE管理する業
務が事務量分析である．これまで銀行では，主に店舗ごとの標準事務人員数を算定する際
に適用されてきたが，最近では DX等により事務に人を介さなくなっていることと，事務
ではなく営業や相談業務の方に人手が必要になり事務量では測れなくなっているため，事
務量分析業務自体を止める（廃止する）銀行が少なくない．

3 Holistic approachとは，Smuts (1926: 130)の提唱したホーリズム（Holism）に基づく用語で
ある．ホ―リズムとは「（システム）全体は，それの部分の算術的総和以上のものである」
とし，さらに「全体を部分や要素に還元することはできない」とする考え方である．すな
わち，部分部分をバラバラに理解していても系全体の振る舞いを理解できるものではない
という考え方である．部分や要素の分解によりシステム全体を理解しようとする要素還元
論と対立する．

4 ポスト ABCは，アクティビティ原価を前提としていないのでキャパシティー主導型 ABC

としなかった．同様に TDABC自体も厳密にはアクティビティ原価を計算する必要がない
ので，ネーミングに ABCがあったとしても本来の ABCの意味ではない．

5 RCAについては，Clinton and Keys (2002)と Clinton and Webber (2004)に基づく．
6 原価企画についても，次の 2 つの特徴からホリスティック・アプローチの原価計算とい
える．1つは原価だけではなく目標収益や目標利益の全体観から目標原価を算定する統合
法はホリスティック・アプローチそのものである．もう 1つは，田坂（2020: 110）や梶原
（2019: 22）の指摘する個別商品最適化からコストを含む商品・製品・サービス群の全体最
適化に変化している特徴にみられる．Horngren et al. (1994: 665)も，トヨタのケンタッキー
工場の原価計算が「マネージャーが個々のサブユニットの目標（例えば，個々のワークセ
ンターでの機械稼働率の向上）ではなく，工場全体の目標（販売台数）に集中するように
する」ものとして指摘している．

7 地方銀行全体の貸出金経費率＝経費総額÷貸出金総額で算出される．
8 単純な事務取引についてはデジタル化や集中化により高速かつ大量に処理できるように変
化している．また，各行とも貸出につながることを企図して，資産相談，コンサルティン
グ，ビジネスマッチングなどの戦略的ビジネスに関する取引については営業時間を拡大し
たり，直接訪問する機会を増やしたりしている．
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